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世代交代・・事業承継が考えられる時期 
経済産業省・中小企業庁より事業承継についてのガイドラインが 2016 年 12 月 5 日に発表となりました。

資料によると、今後後継者難による、廃業予定割合は法人で３割、個人経営で７割にも及ぶそうです。人口減

少、世代交代、少子高齢化と丁度時代の転換期に入っている日本経済、一般誌では「10 年後に生き残る会社」

が特集されています。 

2017 年は 2020 年以降の経済動向を考えても、「何かを新しく始める」または「切り替えのタイミング」等

2020 年までの準備段階を踏まえると、良い時期かと思われます。 

10 年後に生き残る会社として特集を受けている会社は、この時期に経済の動向も見据えて何らかのアクシ

ョンを出している企業がほとんどです。 

各総研会社の予想では日本社会全体の経済回復が見込まれるのは 2017 年秋頃からという話も出ております。 

- 経済産業省・中小企業庁 - 事業承継ガイドライン 

廃業予定企業の中にも好業績企業は多数存在しており、今後 10 年について事業承継が円滑に進められるの

であれば十分に将来性があると回答する企業もあり。このままだと企業が地域社会に対して創出している雇

用や技術、ノウハウについて消失してしまう可能性が高いことが危惧されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業庁 「事業承継ガイドライン」について 平成 28 年 12 月 5 日資料 より 



事業承継を後押しする法改正 
 

近年は親族外の事業承継が増加傾向 全体の約４割が親族外承継という状況です。 

法律面からも事業承継のサポートが必要とされる時代になってきています。 

 

【経営承継円滑化法の改正】 

 ①遺留分特例制度の対象を親族外へ拡充 

 ②事業承継サポート機能の強化 

  ➡事業承継に係る計画的な取り組みを後押し、経営者、後継者等に対して必要な助言を実施 

 

【小規模企業救済法の改正】 

 ①個人事業者の親族内における事業承継円滑化 

  ➡廃業した場合と同じ支給額を事業承継した場合にも行う 

 ②会社役員の次世代への交代の円滑化 

  ➡65 歳以上かつ 15 年以上加入で退任時の支給額を老齢給付と同様にする 

 ③小規模企業の経営状況に応じた掛け金の柔軟化 

  ➡毎月支払う掛け金の減額にも柔軟に変更可能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「事業継承の法律概要」資料より 


